
様式第一号

法人名　　社会医療法人　同心会

所在地　　宮崎県宮崎市池内町数太木１７４９番地１

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

※医療法人整理番号

貸 借 対 照 表

（令和　8年　3月　31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

事 業 未 収 金 1,566,284 短 期 借 入 金 1,620,000

た な 卸 資 産 167,729 1年内返済予定の長期借入金 514,764

Ⅰ　流　動　資　産 2,135,882 Ⅰ　流　動　負　債 3,741,384

現 金 及 び 預 金 361,083 買 掛 金 1,024,252

貸 倒 引 当 金 △ 520 未 払 法 人 税 等 141

未 払 消 費 税 等 19,580

前 払 費 用 9,105 未 払 金 112,259

そ の 他 の 流 動 資 産 32,201 未 払 費 用 133,536

7,250,589 そ の 他 の 流 動 負 債 1,020

建 物 4,032,382

預 り 金 108,882

Ⅱ　固　定　資　産 7,729,607 賞 与 引 当 金 206,948

そ の 他 の 器 械 備 品 19,997 Ⅱ　固　定　負　債 4,242,636

車 両 及 び 船 舶 0 長 期 借 入 金 2,961,075

構 築 物 26,513

医 療 用 器 械 備 品 231,491

6,713

土 地 2,940,205 退 職 給 付 引 当 金 1,281,561

科　　　目 金　　　額

472,304 Ⅰ　積立金 1,737,067

ソ フ ト ウ ェ ア 6,654 負　債　合　計 7,984,021

その他の無形固定資産 58 純 資 産 の 部

看 護 学 生 修 学 貸 付 金 89,400 807,913

長 期 前 払 費 用 6,331

投 資 有 価 証 券 292,893 929,153

繰 越 利 益 積 立 金

設 立 等 積 立 金

貸 倒 引 当 金 △ 63,000

保 険 積 立 金 146,225 144,400

そ の 他 の 固 定 資 産 453 144,400

Ⅱ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

資　産　合　計 9,865,489 負債・純資産合計 9,865,489

純 資 産 合 計 1,881,467



様式第二号

法人名　社会医療法人　同心会

所在地　宮崎県宮崎市池内町数太木1749番地1

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｃ　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

10,046,672

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和　7年　4月　1日　　至　令和　8年　3月　31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

10,189,655

本来業務事業利益 142,982

394,573

498,282

附帯業務事業損失 △ 103,709

36,628

23,587

収益業務事業利益 13,040

事 業 利 益 52,314

その他の事業外費用 35,804 79,128

受 取 利 息 5,890

その他の事業外収益 22,891 28,781

支 払 利 息 43,323

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益 2,947

3,088

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 141 141

経 常 利 益 1,968

4,739

固 定 資 産 売 却 益

補 助 金 収 入

796

5,063 5,859

固 定 資 産 除 却 損 0

固 定 資 産 圧 縮 損 4,739



（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・ その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

最終仕入原価法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物 15 年～47 年

構築物 10 年～40 年

医療用器械備品  4 年～15 年

その他の器械備品  3 年～15 年

車両及び船舶  4 年～ 6 年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、法人利用のソフトウェアについては、法人における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 貸倒引当金（看護学生修学貸付金）

看護師の養成、確保に資するための修学資金の返還免除による損失に備えるため、

免除見込額を計上しております。

③ 賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当会計年度末までに

発生していると認められる額を計上しております。

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記



④ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、

簡便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（５）その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項

① 補助金等の会計処理

固定資産の取得にかかる補助金等については、直接減額方式（固定資産の取得時に

取得原価から直接減額する方法）を採用しております。

なお、損益計算書においては当該補助金等を特別利益に計上するとともに、

固定資産取得原価から直接減額した額を特別損失に計上しております。

②ファイナンス・リース取引の会計処理方法

リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満である会計年度

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によっております。

（６）担保に供されている資産に関する事項

担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物

土地

計

担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金

１年内返済予定の長期借入金

長期借入金

計

（７）資産および負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項

①資産及び負債のうち、収益業務に係るもの

②収益業務からの繰入金の状況

57,200 －

6,677,460 千円

791,257資産

43,632

前期末残高

金額（千円）

当期末残高当期元入額当期繰入額

684,161

3,737,255 千円

2,940,205 千円

負債

（千円） （千円） （千円） （千円）

繰入純額 △ 13,568

1,620,000 千円

514,764 千円

5,095,839 千円

2,961,075 千円



（８）その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項

①リース取引の会計処理

賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引

②有形固定資産の減価償却累計額

③補助金等の内訳等

補助金等の内訳

その他 574

科　目

施設整備

特別利益1,505
電子処方箋管理サービスの導入

に係る補助金

9,023,294 千円

交付者

厚生労働省

運営費

宮崎県

宮崎県

附帯業務

特別利益

144,761

3,558

小計

計 2,753,887 1,289,616

その他の器械備品 1,054,340 432,415

リース料総額（千円） 未経過リース料（千円）

医療用器械備品 1,699,547 857,201

5,063

149,824

小計

計

宮崎県周産期医療ネットワーク
システム整備事業に係る補助金

社会保険診療報
酬支払基金

宮崎県

計上区分
金額

（千円）

80,454

20,022

43,711

本来業務

附帯業務

本来業務

内訳

医療機関等における賃上げ・
物価上昇に対する支援事業補助金

看護師等養成所
運営費等補助金

その他13件

その他6件



様式第一号

法人名　　社会医療法人　同心会

所在地　　宮崎県宮崎市池内町数太木１７４９番地１

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計 1,710,474

資　産　合　計 9,622,459 負債・純資産合計 9,622,459

そ の 他 の 固 定 資 産 498 Ⅱ　評価・換算差額等 △ 23,645

貸 倒 引 当 金 △ 69,900 その他有価証券評価差額金 △ 23,645

看 護 学 生 修 学 貸 付 金 94,200 繰 越 利 益 積 立 金 804,965

保 険 積 立 金 128,861

投 資 有 価 証 券 121,840 設 立 等 積 立 金 929,153

科　　　目 金　　　額

275,500 Ⅰ　積立金 1,734,119

ソ フ ト ウ ェ ア 4,098 負　債　合　計 7,911,985

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 58 純 資 産 の 部

4,156

土 地 2,732,944 退 職 給 付 引 当 金 1,285,612

そ の 他 の 器 械 備 品 21,514 Ⅱ　固　定　負　債 4,479,788

車 両 及 び 船 舶 49 長 期 借 入 金 3,194,176

構 築 物 30,787

医 療 用 器 械 備 品 369,120

7,354,447 そ の 他 の 流 動 負 債 592

建 物 4,200,030

預 り 金 94,424

Ⅱ　固　定　資　産 7,634,105 賞 与 引 当 金 210,443

貸 倒 引 当 金 △ 653 未 払 法 人 税 等 141

未 払 消 費 税 等 6,206

前 払 費 用 6,449 未 払 金 121,093

そ の 他 の 流 動 資 産 26,303 未 払 費 用 138,932

事 業 未 収 金 1,510,506 短 期 借 入 金 1,340,000

た な 卸 資 産 163,270 1年内返済予定の長期借入金 530,760

Ⅰ　流　動　資　産 1,988,354 Ⅰ　流　動　負　債 3,432,197

現 金 及 び 預 金 282,476 買 掛 金 989,603

※医療法人整理番号

貸 借 対 照 表

（令和　7年　3月　31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額



様式第二号

法人名　社会医療法人　同心会

所在地　宮崎県宮崎市池内町数太木1749番地1

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｃ　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 141 141

当 期 純 損 失 △ 175,626

そ の 他 の 特 別 損 失 4,751 31,111

税 引 前 当 期 純 損 失 △ 175,485

固 定 資 産 除 却 損 4,767

固 定 資 産 圧 縮 損 21,592

経 常 損 失 △ 154,039

補 助 金 収 入 9,665 9,665

支 払 利 息 36,027

その他の事業外費用 35,269 71,296

受 取 利 息 4,315

その他の事業外収益 24,521 28,837

収 益 業 務 事 業 利 益 12,253

事 業 損 失 △ 111,579

22,524

10,271

391,419

521,538

附 帯 業 務 事 業 損 失 △ 130,119

9,979,997

本 来 業 務 事 業 利 益 6,286

9,986,283

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和　6年　4月　1日　　至　令和　7年　3月　31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額



（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・ その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

最終仕入原価法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物 15 年～47 年

構築物 10 年～40 年

医療用器械備品  4 年～15 年

その他の器械備品  3 年～15 年

車両及び船舶  4 年～ 6 年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、法人利用のソフトウェアについては、法人における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 貸倒引当金（看護学生修学貸付金）

看護師の養成、確保に資するための修学資金の返還免除による損失に備えるため、

免除見込額を計上しております。

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記



③ 賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当会計年度末までに

発生していると認められる額を計上しております。

④ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、

簡便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（５）その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項

① 補助金等の会計処理

固定資産の取得にかかる補助金等については、直接減額方式（固定資産の取得時に

取得原価から直接減額する方法）を採用しております。

なお、損益計算書においては当該補助金等を特別利益に計上するとともに、

固定資産取得原価から直接減額した額を特別損失に計上しております。

②ファイナンス・リース取引の会計処理方法

リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満である会計年度

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によっております。

（６）担保に供されている資産に関する事項

担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物

土地

計

担保付債務は、次のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金

長期借入金

計

（７）資産および負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項

①資産及び負債のうち、収益業務に係るもの

②収益業務からの繰入金の状況

繰入純額 △ 23,521 9,953 － △ 13,568

前期末残高 当期繰入額 当期元入額 当期末残高

（千円） （千円） （千円） （千円）

金額（千円）

資産 445,003

負債 345,108

530,760 千円

3,194,176 千円

3,724,936 千円

3,858,570 千円

2,732,944 千円

6,591,514 千円



（８）その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項

①リース取引の会計処理

賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引

②有形固定資産の減価償却累計額

③補助金等の内訳等

補助金等の内訳

小計 9,665      

計 47,358     

小計 37,693     

施設整備
 ひなたゼロカーボン
加速化事業補助金 宮崎県 9,665      特別利益

宮崎県 19,778     附帯業務

その他10件 宮崎県他 9,104      本来業務

運営費

 周産期母子医療センター
運営事業補助金 宮崎県 8,308      本来業務

 特定行為研修派遣支援
事業費補助金 宮崎県 503        附帯業務

 看護師等養成所運営費
等補助金

8,611,715 千円

内訳 交付者
金額

（千円）
計上区分

その他の器械備品 1,046,485 594,473

計 2,697,535 1,545,616

科　目 リース料総額（千円） 未経過リース料（千円）

医療用器械備品 1,651,050 951,143



様式第一号

法人名　　社会医療法人　同心会

所在地　　宮崎県宮崎市池内町数太木１７４９番地１

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

※医療法人整理番号

貸 借 対 照 表

（令和　6年　3月　31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

事 業 未 収 金 1,602,043 短 期 借 入 金 920,000

た な 卸 資 産 136,298 1年内返済予定の長期借入金 549,153

Ⅰ　流　動　資　産 2,364,417 Ⅰ　流　動　負　債 3,124,831

現 金 及 び 預 金 581,514 買 掛 金 944,717

貸 倒 引 当 金 △ 2,776 未 払 法 人 税 等 141

未 払 消 費 税 等 11,188

前 払 費 用 8,592 未 払 金 260,446

そ の 他 の 流 動 資 産 38,745 未 払 費 用 136,563

7,022,068 そ の 他 の 流 動 負 債 482

建 物 3,762,346

預 り 金 92,171

Ⅱ　固　定　資　産 7,289,610 賞 与 引 当 金 209,967

そ の 他 の 器 械 備 品 20,828 Ⅱ　固　定　負　債 4,646,033

車 両 及 び 船 舶 591 長 期 借 入 金 3,394,936

構 築 物 34,708

医 療 用 器 械 備 品 82,788

6,810

土 地 2,732,944 退 職 給 付 引 当 金 1,251,097

建 設 仮 勘 定 387,860

科　　　目 金　　　額

260,732 Ⅰ　積立金 1,909,745

ソ フ ト ウ ェ ア 6,751 負　債　合　計 7,770,865

その他の無形固定資産 58 純 資 産 の 部

看 護 学 生 修 学 貸 付 金 125,100 980,592

長 期 前 払 費 用 5,840

投 資 有 価 証 券 115,895 929,153

繰 越 利 益 積 立 金

設 立 等 積 立 金

貸 倒 引 当 金 △ 98,100

保 険 積 立 金 111,497 △ 26,582

そ の 他 の 固 定 資 産 498 △ 26,582

Ⅱ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

資　産　合　計 9,654,028 負債・純資産合計 9,654,028

純 資 産 合 計 1,883,163



様式第二号

法人名　社会医療法人　同心会

所在地　宮崎県宮崎市池内町数太木1749番地1

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｃ　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

9,480,892

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和　5年　4月　1日　　至　令和　6年　3月　31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

10,032,314

本来業務事業利益 551,422

394,030

483,625

附帯業務事業損失 △ 89,595

18,716

8,163

収益業務事業利益 10,552

事 業 利 益 472,379

その他の事業外費用 53,485 85,569

受 取 利 息 3,872

その他の事業外収益 26,177 30,050

支 払 利 息 32,083

その他の特別損失

税 引 前 当 期 純 利 益

153,356 162,067

当 期 純 利 益 266,668

266,809

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 141 141

17固 定 資 産 売 却 益

補 助 金 収 入 11,999 12,016

経 常 利 益 416,860

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 圧 縮 損 8,711



（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・ その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

最終仕入原価法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物 15 年～47 年

構築物 10 年～40 年

医療用器械備品  4 年～15 年

その他の器械備品  3 年～15 年

車両及び船舶  4 年～ 6 年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、法人利用のソフトウェアについては、法人における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 貸倒引当金（看護学生修学貸付金）

看護師の養成、確保に資するための修学資金の返還免除による損失に備えるため、

免除見込額を計上しております。

③ 賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当会計年度末までに

発生していると認められる額を計上しております。

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記



④ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、

簡便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（５）その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項

① 補助金等の会計処理

固定資産の取得にかかる補助金等については、直接減額方式（固定資産の取得時に

取得原価から直接減額する方法）を採用しております。

なお、損益計算書においては当該補助金等を特別利益に計上するとともに、

固定資産取得原価から直接減額した額を特別損失に計上しております。

②ファイナンス・リース取引の会計処理方法

リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満である会計年度

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によっております。

（６）担保に供されている資産に関する事項

担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物

土地

計

担保付債務は、次のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金

長期借入金

計

（７）資産および負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項

①資産及び負債のうち、収益業務に係るもの

②収益業務からの繰入金の状況

6,153,829 千円

537,361資産

3,420,885 千円

2,732,944 千円

△ 23,521繰入純額 △ 31,322 7,801 －

前期末残高

金額（千円）

当期末残高当期元入額当期繰入額

447,420負債

（千円） （千円） （千円） （千円）

549,153 千円

3,394,936 千円

3,944,089 千円



（８）その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項

①リース取引の会計処理

賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引

②有形固定資産の減価償却累計額

③その他の特別損失の内容

補助金の返還処理額

建設仮勘定振替処理額

④補助金等の内訳等

補助金等の内訳

計 2,188,168 1,219,952

8,267,788 千円

科　目 リース料総額（千円） 未経過リース料（千円）

医療用器械備品 1,318,357 628,374

その他の器械備品 869,811 591,577

内訳 交付者
金額

（千円）
計上区分

宮崎県 92,993    本来業務
 新型コロナウイルス
感染症対策事業補助金

運営費
その他

厚生労働省 318       

宮崎県 39,783    本来業務

本来業務

施設整備 その他

附帯業務

小計 154,331   

宮崎県 11,999    特別利益

21,237    宮崎県

計 166,330   

小計 11,999    

153,356 千円

146,858 千円

6,498 千円
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